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招集ご通知

証券コード　6199

2021年11月10日

株　主　各　位
東京都新宿区西新宿七丁目５番25号

株 式 会 社 セ ラ ク
代 表 取 締 役 宮 崎 龍 己

1. 日 時 2021年11月25日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

2. 場 所 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号
住友不動産新宿グランドタワー５階
ベルサール新宿グランド　コンファレンスセンター

3. 目的事項
報告事項 １. 第34期（2020年９月１日から2021年８月31日まで）事業報告

及び連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２. 第34期（2020年９月１日から2021年８月31日まで）計算書類
の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件

　 第２号議案 取締役５名選任の件

第34期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第34期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上
げます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面又はインターネットにより議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご確認いただき、３頁の
「議決権行使についてのご案内」にしたがって、2021年11月24日（水曜日）午後６時
までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。また、議事資料として、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申
し上げます。

◎なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.seraku.co.jp/）に掲載させていただきま
す。

◎当日ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒、ご理解賜りますようお願い申し
上げます。
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招集ご通知

＜新型コロナウイルス感染防止に関するお知らせ＞

　本定時株主総会におきましては、開催日現在の状況に応じ、新型コロナウイルス感染予防のため
の措置を講じてまいります。
　当日のご出席に併せて書面又はインターネットによる議決権行使もご検討下さいますようお願い
申し上げます。
　新型コロナウイルス感染予防及び拡大防止のため、当社役員、運営スタッフはマスク着用で対応
させていただく場合がありますので、ご理解くださいますようお願い申し上げます。
　本定時株主総会にご出席されます株主様におかれましては、開催日時点での流行状況やご自身の
体調をお確かめのうえ、マスクの着用などの感染予防策にご配慮いただきご来場賜りますようお願
い申し上げます。
　また、本定時株主総会の運営に変更が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.seraku.co.jp/）に掲載いたしますので、ご出席の際はご確認ください。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくだ
さいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権

を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場

受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に

対する賛否をご表示のうえ、切手

を貼らずにご投函ください。

次ページの案内に従って、議案

の賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2021年11月25日（木曜日）

午前10時（受付開始:午前9時30分）

2021年11月24日（水曜日）

午後６時到着分まで

2021年11月24日（水曜日）

午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者に

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有
効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合
は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

行使

期限

2021年11月24日（水曜日）

午後６時入力完了分まで

インターネットによる議決権行使のご案内

　

QRコードを読み取る方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力すること

なく、議決権行使サイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って 

賛否をご入力ください。
２

QRコードを用いたログインは
１回に限り可能です。
再行使する場合、もしくはQRコード

を用いずに議決権を行使する場合は、

右の「ログインID・仮パスワードを

入力する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQR

コードを読み取ってください。
１

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブ
の登録商標です。

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有

効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合

は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使

ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って

賛否をご入力ください。
４

議決権行使ウェブサイトに

アクセスしてください。
１

新しいパスワードを

登録する。
３ 「新しいパ

スワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載さ

れた「ログインID・仮パス

ワード」を入力しクリック

してください。

２
「ログイン
ID・ 仮 パ
スワード」
を入力

「ログイン」
をクリック

※操作画面はイメージです。

パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用で

きない場合があります。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

事　業　報　告

( 2020年９月１日から
2021年８月31日まで )

(添 付 書 類)

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、国内外において新型コロナウイルス

感染症の影響を受け、依然として厳しい状況が続きました。足元ではワクチン

接種の促進等、感染拡大の抑制に向けた政策の効果により、極めて厳しい状況

から持ち直しの動きが続くことが期待されるものの、国内景気や企業収益に与

える影響については先行き不透明な状況が続くものと予想されます。

　当社グループが主にサービスを提供する情報産業分野においては、景気の回

復とともにデジタル化に向けた投資は加速していくものと見られ、事業基盤強

化のための基幹システム構築や次期システム開発など、IT投資需要は堅調に推

移いたしました。

　引き続き、クラウドコンピューティング、AI、IoT、ビッグデータ、RPAなど

の先端技術を活用した「デジタルトランスフォーメーション（DX）」推進の動

きが活発化し、システムの再構築需要等、事業拡大に向けたIT投資への意欲は

継続して広がりを見せております。最適なITインフラが企業の経営戦略を支え

る重要な役割を担い、これら企業の需要に対応する質の高いITエンジニアの採

用・育成の必要性が加速度的に高まっております。

　このような環境の下、当社グループは積極的な人材の採用及び良質なエンジ

ニアの育成によるサービスの価値向上に取り組むとともに、一次産業の「デジ

タルトランスフォーメーション（DX）」化の実現を目指す「みどりクラウド」

による農業IT分野でのシェア拡大にも引き続き注力してまいりました。

　これらの結果、当社グループの売上高は15,263,442千円（前連結会計年度比

10.8％増）、営業利益は1,356,213千円（前連結会計年度比19.5％増）、経常

利益は1,836,704千円（前連結会計年度比57.6％増）、親会社株主に帰属する

当期純利益1,240,783千円（前連結会計年度比89.7％増）となりました。

　事業分野別のセグメント概況は、以下の通りであります。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

① システムインテグレーション事業

　システムインテグレーション事業においては、既存技術領域でのIT技術支援

を推進し、長期安定的な分野であるITインフラ・クラウドテクノロジーや、デ

ジタルクリエイティブ・WEB運営、WEBシステム開発などのサービスを提供して

おります。

　当連結会計年度においては、前連結会計年度における公共案件獲得および人

材のDXシフトにより、減収減益となったものの引き続き、「システムの開発お

よび運用」「ITインフラの設計構築」「プロジェクトマネジメント」等の成長領

域における人材拡充に取り組んでまいりました。当第３四半期より未経験エン

ジニア採用の急速な拡大及び、育成に注力するとともに、ビジネスパートナー

各社との連携強化による外部リソース活用の拡大に積極的に取り組みました。

　さらに未経験エンジニアの即戦力化を可能とする「実機研修プロジェクトル

ーム」を開設し運用を実施しており、若手社員から中堅社員、リーダー層まで

幅広い先端技術の習得にも活用しております。

　これらの結果、当セグメントの売上高は10,799,029千円（前連結会計年度比

1.1％減）、セグメント利益は891,101千円（前連結会計年度比12.7％減）とな

りました。

② デジタルトランスフォーメーション事業

　デジタルトランスフォーメーション事業においては、Salesforceの定着化支

援を軸としたカスタマーサクセスソリューション事業、企業の情報資産を保護

するクラウド＆ソリューション事業、RPAによる業務の効率化、ITの活用で儲

かる農業を実現する「みどりクラウド」等の先端技術を用いたサービスを提供

しております。

　当連結会計年度においては、それぞれの技術領域におけるニーズの継続的な

拡大により、売上は堅調に推移いたしました。

　カスタマーサクセスソリューション事業では、これまで以上の積極的な人材

採用や社内技術者のDXシフトを強化することにより、Salesforce技術者の育

成・創出に取り組みました。また、新規顧客開拓にも注力しておりますが、

NTTデータ社およびネットイヤーグループ社とのアライアンス（営業の共創）

により、更なる新規顧客拡大を加速させてまいります。

　農業向けサービスにおいては、農業・畜産関連事業者、自治体などに対して

「みどりクラウド」「ファームクラウド」を用いた農業・畜産のDX化を積極的

に提案することで受注の積み上げを図るとともに、農業水産畜産分野のDXコン

サルティングサービスの提供を開始いたしました。

　また、データ活用を含めたこれまでよりも強固なパートナーシップを実現す

る新たな代理店制度を設け2社と契約を締結するなど、みどりクラウドが有す
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

る資産の価値拡大に取り組んでおります。

　これらの結果、当セグメントの売上高は4,000,058千円（前連結会計年度比

65.2％増）、セグメント利益は418,708千円（前連結会計年度比161.4％増）と

なりました。

③ 機械設計エンジニアリング事業

　機械設計エンジニアリング事業においては、連結子会社である株式会社ピー

ズエンジニアリングでの3DCAD分野の技術提供、機械・金型などの受託設計サ

ービス、実験や性能検査などの品質管理に関わる技術を提供しておりますが、

新たな技術提供の領域として、通信建設や情報通信のサービスも拡大いたしま

した。

　当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う市

況の影響はあるものの、徐々にニーズの回復がみられ、稼働率が向上したこと

と、新しい技術領域での案件獲得が図れたことにより、売上は堅調に推移いた

しました。引き続き、各領域での案件獲得が期待されることから、企業規模拡

大に向け積極的に採用及び育成に取り組んでまいります。

　これらの結果、当セグメントの売上高は472,619千円（前連結会計年度比

8.4％増）、セグメント利益は48,276千円（前連結会計年度はセグメント損失

32,780千円）となりました。

④ その他事業

　その他事業においては、連結子会社である株式会社セラクＥＣＡでの有料職

業紹介・人材派遣・IT技術教育講座等のサービスを提供しております。

　当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う市

況の悪化が続いていることから、当社グループにおける今後の方針について、

検討を進めております。

　これらの結果、当セグメントの売上高は2,835千円（前連結会計年度比

89.8％減）、セグメント損失は1,872千円（前連結会計年度はセグメント損失

13,926千円）となりました。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

期別

事業別

第33期
第34期

（当連結会計年度） 前期比

売上高 構成比 売上高 構成比

千円 ％ 千円 ％ ％

システムインテグレーション事業 10,914,039 79.1 10,799,029 70.7 △1.1

デジタルトランスフォーメーション事業 2,421,604 17.5 4,000,058 26.2 65.2

機械設計エンジニアリング事業 435,928 3.2 472,619 3.1 8.4

その他事業 27,920 0.2 2,835 0.0 △89.8

調整額 △27,871 － △11,101 － -

計 13,771,620 100.0 15,263,442 100.0 10.8

事業別売上高

(注) 部門間取引については、相殺消去しております。

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度におきましては、事業規模の拡大及び経営効率化の観点から、

総額93,000千円の設備投資を実施しております。

　主な投資といたしましては、本社及び支社オフィス内装工事及び増床に伴う建

物並びに工具、器具及び備品として83,257千円の設備投資を実施いたしました。

(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。
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財産及び損益の状況の推移

区 分
第31期

2018年８月期
第32期

2019年８月期
第33期

2020年８月期

第34期
(当連結会計年度)
2021年８月期

売 上 高（千円） 9,017,118 11,410,214 13,771,620 15,263,442

経 常 利 益（千円） 525,714 737,275 1,165,242 1,836,704

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 311,615 440,945 654,002 1,240,783

１株当たり当期純利益（円） 22.67 32.03 47.50 89.82

総 資 産（千円） 4,195,183 5,370,727 7,342,372 8,730,681

純 資 産（千円） 2,410,067 2,811,690 3,429,730 4,616,288

１株当たり純資産額（円） 175.06 204.09 248.82 331.77

区 分
第31期

2018年８月期
第32期

2019年８月期
第33期

2020年８月期

第34期
(当事業年度)
2021年８月期

売 上 高（千円） 8,981,088 11,157,711 13,335,643 14,799,088

経 常 利 益（千円） 539,507 801,716 1,217,199 1,776,387

当 期 純 利 益（千円） 325,454 505,732 706,320 1,140,715

１株当たり当期純利益（円） 23.67 36.74 51.30 82.58

総 資 産（千円） 4,171,326 5,398,984 7,399,513 8,694,182

純 資 産（千円） 2,423,040 2,893,475 3,557,025 4,647,325

１株当たり純資産額（円） 176.00 210.03 258.06 334.00

(4) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

(注) １. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を除く）に基づき算出し
ております。

２. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式数を除く）に基づき算出しており
ます。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

(注) １. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を除く）に基づき算出し
ております。

２. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式数を除く）に基づき算出しており
ます。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社ピーズエンジニアリング 100,000千円 100.0％
機械設計受託業務 、

3DCAD教育・機械製図教

育、機械設計技術者派遣

株式会社セラクＥＣＡ 100,000千円 100.0％

ITスキル習得講座運営

等のIT教育事業、人材紹

介・人材派遣等の人材マ

ッチング

(5) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

(6) 対処すべき課題

　現在の我が国の経済は、国内外において新型コロナウイルス感染症の影響を受

け、依然として厳しい状況が続きました。足元ではワクチン接種の促進等、感染

拡大の抑制に向けた政策の効果により、極めて厳しい状況から持ち直しの動きが

続くことが期待されるものの、国内景気や企業収益に与える影響については先行

き不透明な状況が続くものと予想されます。そのような中、当社グループの将来

の業績は、技術力の高いエンジニアの確保とその稼働率の多寡にかかっておりま

す。これを実現するために、優秀な人材の採用及び育成、営業の強化、新規事業

の開発と拡大、企業の社会的責任への取り組み、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大への対応について、バランスを取りながら永続して強化を図ることが最大

の課題であると認識しております。

　そこで、当社グループは、以下のような点に留意し経営活動に取り組んでまい

ります。

① 優秀な人材の確保、育成

　当社グループは、顧客にIT技術を提供できる人材を自社で採用し、入社後技

術研修をはじめとした社内教育を行うことでIT技術とビジネススキルを備えた

人材を顧客に提供できることを強みとしております。

　そのため当社グループでは、現在の採用活動及び研修制度をさらに発展さ

せ、採用から研修、モチベーション維持のための計画的かつ体系的なシステム

の構築、運用に取り組んでまいります。

② 営業の強化

　優秀なエンジニアの育成には、エンジニアのキャリアアップの選択肢を拡げ

るための案件の確保が必要となり、これを実現するための営業力が必要不可欠
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

となります。

　そのため当社グループでは、営業個人の提案力、営業力の強化を図るための

研修制度の整備を行ってまいります。また、顧客満足の向上を図るため営業部

門と技術部門の情報共有や連携強化についても取り組んでまいります。

③ 新規事業の開発と拡大

　長期にわたる企業成長を実現するためには、次なる成長のための新規事業の

開発と拡大が重要と考えております。

　以前から取り組んでいる「みどりクラウド」をはじめとした農業IoT分野を

さらに拡大させるとともに、引き続き新規事業の研究開発にも取り組んでまい

ります。

④ 企業の社会的責任への取り組み

　当社は、経営理念の一つである「世の為人の為に、貢献する」を実践するた

め、CSR（企業の社会的責任）活動に積極的に取り組んでおり、次の二点につ

きましても徹底した取り組みを図ってまいります。

(イ)企業統治に係る責任の自覚

　当社グループは、監査役監査及び内部監査の充実並びに管理部門をはじめ

とした内部管理体制の充実により、コーポレート・ガバナンス、コンプライ

アンス、リスク管理体制の整備と実効的な運用を図ってまいります。

(ロ)企業モラルの堅持

　当社は、顧客企業の機密厳守をはじめとする厳格な情報管理が事業活動継

続の生命線と考えており、ISO27001（ISMS）を取得しております。引き続

き、このような意識を経営幹部以下全ての従業員に自覚させるために、入社

時及び随時に研修を行い、教育・啓蒙を行ってまいります。

⑤ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大への対応

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響の長期化に伴い、当社グル

ープにおいては、役職員や取引先への安全確保を第一に掲げるとともに、テレ

ワーク（在宅勤務）や時差出勤など事業運営に極力支障が生じない体制を構築

し、対処してまいりました。

　引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による事業環境の変化を注

視し健康管理や感染予防を徹底するとともに、業務管理方法の改善などを推し

進めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上

げます。
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主要な事業内容、主要な事業所、使用人の状況

事 業 主 要 サ ー ビ ス

システムインテグレーション事業
ITインフラ、クラウドテクノロジー、デ
ジタルクリエイティブ、WEB運営、WEBシ
ステム開発等

デジタルトランスフォーメーション事業

サイバーセキュリティ、IoT・AIを用い
たデータサイエンス、RPAを用いたビジ
ネスインテリジェンス、圃場環境モニタ
リングシステム「みどりクラウド」の販
売及びサービス提供等

機 械 設 計 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 事 業
3DCAD分野の技術提供、機械･金型など受
託設計のサービス提供等

そ の 他 事 業
有料職業紹介・人材派遣・IT技術教育講
座のサービス提供等

(7) 主要な事業内容（2021年８月31日現在）

名 称 所 在 地

本 社 東京都新宿区西新宿七丁目５番25号

札 幌 支 社 北海道札幌市中央区北一条西五丁目２番９号

横 浜 支 社 神奈川県横浜市神奈川区栄町５番地１

名 古 屋 支 社 愛知県名古屋市中村区那古野一丁目47番１号

大 阪 支 社 大阪府大阪市西区靭本町一丁目11番７号

福 岡 支 社 福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目25番21号

(8) 主要な事業所（2021年８月31日現在）

使用人数 平 均 年 齢 平均勤続年数

2,656名 30.7歳 3.7年

(9) 使用人の状況（2021年８月31日現在）

(注) 使用人数は、就業従業員数であります。
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主要な借入先、会社の株式に関する事項

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 600,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 155,570千円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 150,000千円

株 式 会 社 千 葉 銀 行 100,000千円

(10)主要な借入先（2021年８月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 49,376,000株

(2) 発行済株式の総数 13,902,400株

(3) 株 主 数 7,919名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

宮 崎 龍 己 5,882,000株 42.31％

宮 崎 浩 美 1,177,000株 8.47％

株 式 会 社 宮 崎 952,000株 6.85％

特 定 有 価 証 券 信 託 受 託 者
株 式 会 社 Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 信 託 銀 行

576,000株 4.14％

ＳＳＢＴＣ　ＣＬＩＥＮＴ　ＯＭＮＩＢＵＳ　ＡＣ
ＣＯＵＮＴ

318,800株 2.29％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 186,700株 1.34％

野 村 證 券 株 式 会 社 131,500株 0.95％

セ ラ ク 従 業 員 持 株 会 117,900株 0.85％

吉 野 明 昭 100,000株 0.72％

ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣＨＳ　＆　ＣＯ．　ＲＥＧ 97,064株 0.70％

２. 会社の株式に関する事項（2021年８月31日現在）

(注)新株予約権の権利行使により、発行済株式の総数は135,200株増加しております。

(4) 大株主（上位10名）

(注) 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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会社の新株予約権等に関する事項

第３回新株予約権

発行決議の日 2014年８月22日

新株予約権の数 ７個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　　2,800株

（新株予約権１個当たり400株)

新株予約権の発行価額 無　償

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり

18,000円
（１株当たり　　　　45円）

新株予約権の行使期間
2016年８月29日
～2022年12月31日

新株予約権の行使の条件 （注）

役員の保有状況 ７個（１名）

うち取締役
（社外取締役を除く）

―

うち監査役 ７個（１名）

第４回新株予約権

発行決議の日 2014年12月25日

新株予約権の数 35個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　 14,000株

（新株予約権１個当たり400株)

新株予約権の発行価額 無　償

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり

55,200円
（１株当たり　　　 138円）

新株予約権の行使期間
2016年12月26日
～2022年12月31日

新株予約権の行使の条件 （注）

役員の保有状況 35個（１名）

うち取締役
（社外取締役を除く）

35個（１名）

うち監査役 ―

３. 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度末における当社役員が保有している職務執行の対価として交付され　　

た新株予約権の状況
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会社の新株予約権等に関する事項

第５回新株予約権

発行決議の日 2018年２月15日

新株予約権の数 67個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　　6,700株

（新株予約権１個当たり100株)

新株予約権の発行価額
新株予約権１個当たり

910円
（１株当たり　　　 9.1円）

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり

69,000円
（１株当たり　　　 690円）

新株予約権の行使期間
2020年３月１日
～2026年２月28日

新株予約権の行使の条件 （注）

役員の保有状況 67個（１名）

うち取締役
（社外取締役を除く）

67個（１名）

うち監査役 ―

第６回新株予約権

発行決議の日 2019年２月14日

新株予約権の数 25個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　　2,500株

（新株予約権１個当たり100株)

新株予約権の発行価額
新株予約権１個当たり

893円
（１株当たり　　　 8.93円）

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり

60,700円
（１株当たり　　　 607円）

新株予約権の行使期間
2021年３月１日
～2027年２月28日

新株予約権の行使の条件 （注）

役員の保有状況 25個（１名）

うち取締役
（社外取締役を除く）

25個（１名）

うち監査役 ―
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会社の新株予約権等に関する事項

第７回新株予約権

発行決議の日 2020年８月６日

新株予約権の数 600個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　 60,000株

（新株予約権１個当たり100株)

新株予約権の発行価額
新株予約権１個当たり

1,331円
（１株当たり　　13.31円）

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり

118,800円
（１株当たり　　　1,188円）

新株予約権の行使期間
2022年９月１日
～2028年８月31日

新株予約権の行使の条件 （注）

役員の交付状況 600個（３名）

うち取締役
（社外取締役を除く）

600個（３名）

うち監査役 ―

(注) 新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、

権利行使時においても当社又は当社の関係会社の取締役、監査役又は

従業員であることを要する。ただし、任期満了、定年退職その他取締

役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

② 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使す

ることができない。

③ その他の新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約」の定めるところによる。
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会社の新株予約権等に関する事項

(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 宮 崎 龍 己
株式会社セラクＥＣＡ 代表取締役
株式会社宮崎 代表取締役

専 務 取 締 役 宮 崎 浩 美
システムインテグレーション本部長
株式会社ピーズエンジニアリング 取締役
株式会社セラクＥＣＡ 取締役

常 務 取 締 役 小 関 智 春
経営管理本部長
株式会社ピーズエンジニアリング 代表取締役
株式会社セラクＥＣＡ 取締役

取 締 役 西 村 光 治 弁護士法人松尾綜合法律事務所 弁護士

取 締 役 井 田 英 明
株式会社BOOKWELL 代表取締役
リビン・テクノロジーズ株式会社 社外取締役
（監査等委員）

常 勤 監 査 役 吉 本 寿 樹
株式会社ピーズエンジニアリング 監査役
株式会社セラクＥＣＡ 監査役

監 査 役 芹　沢　俊太郎
みさき監査法人 統括代表社員
TRAD税理士法人 代表社員

監 査 役 勝 呂 和 之
勝呂会計事務所 所長
コンフィアンサ税理士法人 代表社員

４. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（2021年８月31日現在）

(注) １. 取締役西村光治氏及び井田英明氏は、社外取締役であります。

２. 監査役芹沢俊太郎氏及び勝呂和之氏は、社外監査役であります。

３. 取締役西村光治氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に精通し幅広い知識と豊富な

知見を有しております。

４. 取締役井田英明氏は、ベンチャー企業の成長支援、資本政策などを含む経営コンサルティ

ング業務に精通し幅広い知識と豊富な知見を有しております。

５. 監査役芹沢俊太郎氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しております。

６. 監査役勝呂和之氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。

７. 当社では、業務執行の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。なお、2021年

８月31日現在の執行役員は、宮崎浩美氏、小関智春氏、米谷信吾氏の３名で構成されてお

ります。

８. 取締役西村光治氏及び井田英明氏、監査役芹沢俊太郎氏及び勝呂和之氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、各取締役及び各監査役と会社法第423条第１項に規定する損害賠償責

任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、会

社法第425条第１項に定める最低限度額としております。

(3) 会社役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間で、当社および「（5）②重要な子会社の状況」（11

頁）に記載の当社の子会社の取締役及び監査役（当事業年度中に在籍していた者

を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償

責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。

　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負う

こと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害

を当該保険契約により保険会社が補填するものであり、1年毎に契約更新してお

ります。ただし、法令違反の行為であることを被保険者が認識しながら行った行

為に起因する損害は補填されないなどの一定の免責事由があります。次回更新時

には同内容での更新を予定しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等

① 取締役及び監査役の報酬等の額の決定に関する方針に係る事項

　　 当社取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は、取締役会にて決議し

ており、報酬等はその役位、職責、在任年数等を基準とし決定いたします。

　　 また、株主総会の決議により定められた報酬限度の範囲内において決定し、

取締役の報酬等の額については、固定報酬のみにより構成しております。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　　 当社は、役員報酬等の上限額を定時株主総会で定めており、役員賞与等を含

めた年間の役員報酬は、その上限額の範囲内で支給することとしておりま

す。なお、2015年11月26日の定時株主総会決議により、役員報酬限度額は以

下のとおりとなっております。

役員報酬限度額　取締役　240,000千円

（１事業年度）　監査役　 20,000千円

③ 取締役の個人別の報酬等の決定に関する方針に係る事項

　当社は、各取締役に支給する基本報酬の額ならびに賞与の個人別の業績評価

及び額については、取締役会決議内容に基づき代表取締役社長にその具体的内

容の決定を委任するものとし、代表取締役社長は、当社の業績等も踏まえ、株
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役員区分

報酬等の

総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）固定報酬
業績連動

報酬等

非金銭報

酬等

取締役

（社外取締役を除く。）
79,086 79,086 － － ３

監査役

（社外監査役を除く。）
8,587 8,587 － － １

社外取締役 7,200 7,200 － － ２

社外監査役 6,600 6,600 － － ２

合　計 101,473 101,473 － － ８

地 位 氏 名 兼職する法人等 兼職の内容

取 締 役 西 村 光 治 弁護士法人松尾綜合法律事務所 弁護士

取 締 役 井 田 英 明

株式会社BOOKWELL

リビン・テクノロジーズ株式会社

代表取締役

社外取締役（監

査等委員）

監 査 役 芹　沢　俊太郎
みさき監査法人
TRAD税理士法人

統括代表社員
代表社員

監 査 役 勝 呂 和 之
勝呂会計事務所
コンフィアンサ税理士法人

所長
代表社員

主総会で決議した報酬等の総額の範囲内において、各取締役の役位、職責等に

応じて決定することを基本方針としております。

　個別報酬額については、上記方針に基づき、代表取締役社長に一任する旨を

取締役会で決議しております。

　監査役の報酬については、会社法第387条第２項の規定に基づき、監査役の

協議により決定しております。

　固定報酬：業績並びに各人の業績貢献度、役割遂行度等を総合的に勘案して

決定しております。

④ 業績連動報酬等に関する事項

該当する事項はありません。

⑤ 非金銭報酬に関する事項

該当する事項はありません。

⑥ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

(5) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

(注) 兼職先と当社との間には特別な関係はありません。
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地 位 氏 名
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 西 村 光 治

当事業年度に開催された取締役会の全てに出席し、

主に弁護士としての専門的な見地から適宜質問、意

見表明等の発言を行っており、意思決定の妥当性・

適正性を確保するための適切な役割を果たしており

ます。

取締役 井 田 英 明

当事業年度に開催された取締役会の全てに出席し、

主に経験豊富な経営者としての見地から適宜質問、

意見表明等の発言を行っており、意思決定の妥当

性・適正性を確保するための適切な役割を果たして

おります。

監査役 芹沢俊太郎

当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の全

てに出席し、主に会計士としての見地から適宜質

問・意見表明等の発言を行っております。また、監

査役会においても法令や定款の遵守に係る見地か

ら、適宜意見の表明を行っております。

監査役 勝 呂 和 之

当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の全

てに出席し、主に税理士としての見地から適宜質

問・意見表明等の発言を行っております。また監査

役会においても法令や定款の遵守に係る見地から、

適宜意見の表明を行っております。

② 当事業年度における主な活動状況
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金
銭その他の財産上の利益の合計額

30,000千円

５. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) １. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、会計監査人の監査計画の内容、

会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが当社の事業規模や事業内容に適

切であるかどうかについて必要な検証を行った結果、会計監査人の報酬等の額について相

当であると認めたものであります。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
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(3) 非監査業務の内容

　記載すべき事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案

の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたしま

す。

　この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会に

おきまして、会計監査人を解任した旨とその理由を報告いたします。

６. 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

　当社グループは、業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）整備

に関する基本方針を以下のとおり定めております。

(1) 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① 当社グループは、法令・定款及び社会規範を遵守することが企業経営におけ

る最優先事項と位置づけ、法令・定款及び社会規範に適合した社内規程を整

備し、当社グループの取締役及び従業員はこれに従い職務を執行する。

② 当社は、コンプライアンスの徹底を図るため、担当取締役を任命し、「コン

プライアンス規程」に基づき、全社的なコンプライアンス体制の整備を図る

とともに、当社グループの取締役及び従業員に対する教育、管理監督を行

う。

③ 当社グループは、法令・社会規範及び社内規程などの違反行為などの早期発

見・是正を目的として、「内部通報制度」を設け、効果的な運用を図る。

④ 反社会的勢力の排除を「反社会的勢力対策規程」に定め、企業の社会的責任

を十分認識し、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨むとともに、そ

れら勢力との取引や資金提供を疑われるような一切の関係、不当要求を拒

絶・遮断する。

⑤ コンプライアンス違反者に対しては、就業規則に基づき厳正に対処する。
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(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 株主総会、取締役会などの議事録及び社内規程に従って作成された業務に関

する文書は、法令及び「文書管理規程」など社内規程に基づき適切な保存・

管理を行う。

② 取締役及び監査役は各部門が保存及び管理する情報を常時直接閲覧・謄写又

は複写することができる。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループは「リスク管理規程」に基づき、当社グループのリスクの把握・

事前対応を行うとともにリスクが顕在化した場合には緊急対策本部を設置し、対

策にあたる。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 経営上の重要事項審議のため、取締役会を原則月に1回以上開催し業務執行

上の重要案件について十分審議を行う。

② 職務執行に係る権限を「業務分掌規程」「職務権限規程」「決裁権限基準」

等に定め、必要な手続きを経て承認を得た範囲内で権限委譲を行う。また、

業務運営に関する個別経営課題については、事業部会及び幹部会にて審議す

ることにより、取締役の職務執行の効率化を図る。

(5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

① 子会社の管理責任は事業を所管する事業部長が負い、事業部長が指名する者

が子会社を管理する。

② 子会社の代表は、所管する事業部に対して定期的に運営状況や経営戦略につ

いて情報を共有し連携を図る。

③ 子会社の経営活動上の意思決定事項については、子会社の代表若しくは管理

者が当社取締役会に報告し承認を得るものとする。

④ 子会社の代表及び管理者は、子会社にて損失の危険が生じた場合、直ちに所

管事業部長へ報告する。

⑤ 子会社の業務監査・コンプライアンス監査などのため、子会社に当社内部監

査室を派遣し監査を行う。監査結果については、代表取締役・所管する事業

部長及び常勤監査役に報告する。

(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合におけ

る、当該従業員に関する事項

　監査役から求められた場合には、監査役と協議の上、監査役の職務を補助する

従業員を配置する。
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(7) 監査役の職務を補助する従業員の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助する従業員は、当社の就業規則に従うが、当該職務に関す

る指揮命令権は監査役に属するものとし、異動･評価･懲戒等の人事事項について

は監査役と事前協議の上実施する。

(8) 監査役の職務を補助する従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社監査役より監査業務に関する命令を受けた従業員は、その命令に反して当

社取締役の指揮命令を受けないものとする。

(9) 当社グループの取締役及び従業員が監査役に報告するための体制、その他の監

査役への報告に関する体制

① 当社グループの取締役及び従業員は、監査役の要請に応じて必要な報告及び

情報提供を行うとともに、次のような緊急事態が発生した場合には、遅滞な

く報告するものとする。

(イ)当社グループの経営に重大な悪影響を及ぼすおそれのある法律上・財務上

の事項

(ロ)その他、当社グループの信用及び業績に著しい損害を及ぼすおそれのある

事項

(ハ)重要な訴訟・係争事項

(ニ)社内規程の違反で重大な事項

(ホ)その他、上記に準じる事項

② 当社グループの取締役及び従業員は、前項に定める事項及び内部通報制度の

通報状況について、速やかに当社の監査役に対し報告を行う。

③ 監査役が必要と判断した時は、いつでも当社グループの取締役及び従業員な

どに対して報告を求める。

(10) 監査役への報告及び報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制

　監査役に報告・相談を行った取締役及び従業員に対し、報告・相談を行ったこ

とを理由とする不利益な取扱いを禁止する。

(11) 会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は償還の処理に係る方針に関する事項

　取締役は、監査役の職務の執行に協力し監査の実効性を担保するための監査費

用についてあらかじめ予算計上し、監査役の職務の執行に係る費用等の支払いを

行う。
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(12) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 取締役は「監査役監査規程」に定める監査役監査の重要性・有用性を十分認

識し、監査役監査の環境整備を行う。

② 監査役は、社長直轄の内部監査部門である内部監査室に監査の協力を求める

ことができる。内部監査室は、監査役による効率的な監査に協力する。

③ 監査役は、取締役及び従業員に対し、随時必要に応じ監査への協力を求める

ことができる。

④ 監査役は、会計監査人と監査業務の品質及び効率を高めるため、情報・意見

交換等の緊密な連携を図ることができる。

⑤ 監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締

役会並びに経営会議のほか、全ての会議又は委員会等に出席し報告を受ける

ことができる。

⑥ 取締役及び従業員は、監査役が求める重要な書類については、速やかに監査

役に提出する。

⑦ 当社グループの取締役及び従業員は、当社又は子会社の業務執行に関し、監

査役にコンプライアンス、リスク管理等に関する報告・相談を直接行うこと

ができる。

⑧ 監査役は、定期的に代表取締役との意見交換会を開催し、必要に応じ取締役

及び従業員との連絡会を開催し報告を受けることができる。

⑨ 取締役及び従業員は、監査役が事業の報告を求めた場合、又は業務及び財産

の状況を調査する場合は、迅速かつ的確に対応する。

⑩ 監査役は、取締役による子会社管理の監査を行うため、主要な子会社の往

査、子会社の監査役との日常の連携及び子会社監査役連絡会等を通じて、子

会社から報告を受けることができる。

(13) 業務の適正を確保するための体制の運用状況について

　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当初か

ら、内部統制の整備及び運用状況について継続的に確認し調査を実施しており、

取締役会にその内容を報告しております。

　内部統制については、基本方針に基づき、体制の構築と運用が「計画、実行、

点検、行動」のサイクルに沿って確実に行われるように努めており、必要に応じ

て体制の見直しを行っております。また、財務報告の内部統制については、全社

統制及び業務プロセスの整備と運用状況の評価を実施いたしました。前年度と評

価範囲について実質的な変更はありませんが、有効性は勿論、効率性にも着目

し、整備と運用の改善を今後とも進めてまいります。

(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

連 結 貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

仕 掛 品

原 材 料

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

敷金及び保証金

そ の 他

　

7,496,131

5,458,007

1,821,004

50,805

44,965

123,989

△2,640

1,234,549

199,891

155,617

41,651

2,621

22,185

15,968

4,487

1,729

1,012,473

118,454

397,232

232,343

264,443

　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 3,235,052

買 掛 金 111,077

１年内返済予定の長期借入金 255,570

未 払 金 1,201,641

未 払 法 人 税 等 397,595

未 払 消 費 税 等 315,362

賞 与 引 当 金 757,781

受 注 損 失 引 当 金 9,379

そ の 他 186,645

固 定 負 債 879,340

長 期 借 入 金 750,000

退職給付に係る負債 127,163

そ の 他 2,177

負 債 合 計 4,114,392

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 4,611,398

資 本 金 304,085

資 本 剰 余 金 501,835

利 益 剰 余 金 3,805,677

自 己 株 式 △199

その他の包括利益累計額 888

その他有価証券評価差額金 1,051

退職給付に係る調整累計額 △163

新 株 予 約 権 4,001

純 資 産 合 計 4,616,288

資 産 合 計 8,730,681 負債・純資産合計 8,730,681

(2021年８月31日現在)
（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連 結 損 益 計 算 書

（2020年９月１日から
2021年８月31日まで）

科 目 金 額

売 上 高 15,263,442

売 上 原 価 11,596,130

売 上 総 利 益 3,667,311

販売費及び一般管理費 2,311,097

営 業 利 益 1,356,213

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,619

助 成 金 収 入 471,610

そ の 他 11,301 484,531

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,039

そ の 他 1 4,041

経 常 利 益 1,836,704

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 161 161

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 571

投 資 有 価 証 券 評 価 損 15,669 16,241

税金等調整前当期純利益 1,820,624

法人税、住民税及び事業税 591,993

法 人 税 等 調 整 額 △12,153 579,840

当 期 純 利 益 1,240,783

親会社株主に帰属する当期純利益 1,240,783

（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

（2020年９月１日から
2021年８月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 297,974 495,724 2,628,218 △62 3,421,855

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 6,111 6,111 12,222

剰 余 金 の 配 当 △63,325 △63,325

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

1,240,783 1,240,783

自 己 株 式 の 取 得 △137 △137

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 6,111 6,111 1,177,458 △137 1,189,543

当 期 末 残 高 304,085 501,835 3,805,677 △199 4,611,398

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 65 3,647 3,712 4,162 3,429,730

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 12,222

剰 余 金 の 配 当 △63,325

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

1,240,783

自 己 株 式 の 取 得 △137

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

986 △3,810 △2,824 △161 △2,985

当 期 変 動 額 合 計 986 △3,810 △2,824 △161 1,186,557

当 期 末 残 高 1,051 △163 888 4,001 4,616,288

（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連 結 注 記 表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称 株式会社ピーズエンジニアリング

株式会社セラクＥＣＡ

非連結子会社の名称等

該当する会社はありません。

　なお、前連結会計年度まで非連結子会社であった世科信息技術（瀋陽）有限

公司は、当連結会計年度において清算を結了したため、非連結子会社から除外

しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法適用の非連結子会社及び関連会社

　該当する会社はありません。

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

該当する会社はありません。
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連結注記表

その他有価証券…………時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

仕 掛 品…………個別法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）

原 材 料…………総平均法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

a. 有 形 固 定 資 産…………定率法（リース資産を除く）

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

建 物 ８～18年

工具、器具及び備品 ４～15年

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　
b. 無 形 固 定 資 産…………定額法（リース資産を除く）

自社利用目的のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

c. リ ー ス 資 産…………定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

(3) 会計方針に関する事項

①　資産の評価基準及び評価方法

a.　有価証券

b.　たな卸資産の評価基準及び評価方法

②　固定資産の減価償却の方法
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連結注記表

a. 貸 倒 引 当 金…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

b. 賞 与 引 当 金…………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当期負担額を計上してお

ります。

c. 受注損失引当金…………受注案件に係る将来の損失に備えるため、当連

結会計年度末において損失が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もることが可能なもの

については、翌連結会計年度以降に発生が見込

まれる損失額を計上しております。

③　引当金の計上基準

④　退職給付に係る会計処理の方法

a.　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

b.　数理計算上の差異の費用処理

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の翌年度に費用処

理しております。

c.　小規模企業等における簡便法の採用

　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。

⑤　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

２. 表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月

31日）を当連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に

重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。
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連結注記表

（単位：千円）

当連結会計年度

当社の繰延税金資産(純額) 397,159

３. 会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金負債と相殺前の金額は397,624千円であります。

なお、連結貸借対照表の計上額は397,232千円であります。

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情

報

　①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性について、「繰延税金資産の回

収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第26

号）に基づく企業の分類、将来の課税所得の見積り、将来減算一時差異の将来解

消見込年度のスケジューリング等、将来の課税所得の十分性を考慮して、回収可

能性があると判断した金額を繰延税金資産として計上しております。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画を基礎とした将来の課税所得の

見積り及び将来減算一時差異の解消見込年度のスケジューリング等に基づいて判

断しており、その主要な仮定は、当社の期末における将来減算一時差異の解消見

込時期であります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　上記の主要な仮定は経営者の判断を伴うため、将来の課税所得や将来減算一時

差異の解消見込時期の見積りが予想と異なった場合、翌連結会計年度の連結計算

書類について重要な影響を与える可能性があります。
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連結注記表

有形固定資産の減価償却累計額 110,404千円

４. 連結貸借対照表に関する注記

５. 連結損益計算書に関する注記

　　該当事項はありません。
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株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式数（株） 13,767,200 135,200 － 13,902,400

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式数（株） 62 68 － 130

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式数の種類及び総数

（注）当連結会計年度中の増加株式数は、新株予約権の権利行使によるものであります。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）当連結会計年度中の自己株式の増加は、単元未満株式の買取り68株による増加分でありま

　　す。
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連結注記表

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2020年11月20日
定時株主総会

普通株式 63,328千円 ４円60銭 2020年８月31日 2020年11月24日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2021年11月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 77,852千円 ５円60銭 2021年８月31日 2021年11月26日

普通株式 282,200株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①配当金の支払額等

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの

(4) 新株予約権に関する事項

　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来してい

ないものを除く）の目的となる株式の種類及び数

７. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業計画に照らして、必要資金を金融機関からの借入によ

り調達しております。なお、デリバティブ取引は利用しておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

　投資有価証券については、格付の高い債券及び業務上の関係を有する企業の

株式であり、当該会社の財務状況の悪化等のリスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、全て１年以内の支払期日であります。

　借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還

日は決算日後、最長で３年後であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

a.　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権について、財務経理部が債権残高を定期的にモ

ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況

等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　投資有価証券は、格付の高い債券及び業務上の関係を有する企業の株式で

あり、当該会社の財務状況の悪化等によるリスクに晒されておりますが、定

期的に時価及び発行会社の財務状況を把握し、その保有状況を継続的に見直

しております。

－ 37 －



2021/10/28 10:47:48 / 21810041_株式会社セラク_招集通知

連結注記表

連結貸借対照表
計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 5,458,007 5,458,007 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,821,004 1,821,004 －

(3) 投資有価証券 101,516 101,516 －

資産計 7,380,527 7,380,527 　　　－

(1) 買掛金 111,077 111,077 －

(2) 未払金 1,201,641 1,201,641 －

(3) 未払法人税等 397,595 397,595 －

(4) 未払消費税等 315,362 315,362 －

(5) 長期借入金
（1年内返済予定を含む）

1,005,570 1,003,082 △2,487

負債計 3,031,246 3,028,758 △2,487

b.　資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク)の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき当社の財務経理部が定期的に

資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

めておりません((注２)を参照ください。)。

(注)１. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する
事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

　これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引

所の価格または取引金融機関から提示された価格等によっております。
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区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 16,938

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 5,458,007 － － －

受取手形及び売掛金 1,821,004 － － －

投資有価証券
その他有価証券の
うち満期があるもの
債券（社債）

－ 100,000 － －

合計 7,279,011 100,000 － －

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金
（1年内返済予定
を含む）

255,570 600,000 150,000 － － －

合計 255,570 600,000 150,000 － － －

負　債

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等、(4) 未払消費税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(5) 長期借入金（1年内返済予定を含む)

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(注)２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表

計上額

(注) 上記については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表の

（３）投資有価証券には含めておりません。

(注)３. 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

(注)４. 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
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１株当たり純資産額 331円77銭

１株当たり当期純利益 89円82銭

８. １株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

１０. その他の注記

（追加情報）

（新型コロナウイルスの感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の拡大により、経済や企業活動に甚大な影響を与えて

おり、依然として国内経済は先行き不透明な状況が続くものと推測しております

が、当社グループにおいては、当連結会計年度の業績に一定程度影響はあったもの

の、重要な影響は発生しておりません。このような状況を踏まえ、その影響は限定

的であるとの仮定に基づき当連結会計年度末における繰延税金資産の回収可能性等

の会計上の見積りを行っております。

ただし、新型コロナウイルス感染症の収束が遅延し、想定を超える需要への影響

が生じた場合には、翌連結会計年度以降の当社グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。
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貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

原 材 料

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

敷金及び保証金

そ の 他

　

7,275,959

5,286,834

1,774,235

50,805

44,965

9,394

103,363

9,001

△2,640

1,418,223

198,791

154,517

41,651

2,621

5,879

4,292

1,587

1,213,552

118,454

204,782

397,159

228,712

264,443

　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 3,172,781

買 掛 金 112,034

１年内返済予定の長期借入金 255,570

未 払 金 1,143,221

未 払 費 用 127,414

未 払 法 人 税 等 397,250

未 払 消 費 税 等 301,560

預 り 金 19,711

賞 与 引 当 金 749,081

受 注 損 失 引 当 金 9,379

そ の 他 57,559

固 定 負 債 874,075

長 期 借 入 金 750,000

退 職 給 付 引 当 金 121,898

そ の 他 2,177

負 債 合 計 4,046,857

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 4,642,272

資 本 金 304,085

資 本 剰 余 金 501,835

資 本 準 備 金 216,235

その他資本剰余金 285,600

利 益 剰 余 金 3,836,550

利 益 準 備 金 11,290

その他利益剰余金 3,825,260

別 途 積 立 金 31,700

繰越利益剰余金 3,793,560

自 己 株 式 △199

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,051

その他有価証券評価差額金 1,051

新 株 予 約 権 4,001

純 資 産 合 計 4,647,325

資 産 合 計 8,694,182 負債・純資産合計 8,694,182

(2021年８月31日現在)
（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損 益 計 算 書

（2020年９月１日から
2021年８月31日まで）

科 目 金 額

売 上 高 14,799,088

売 上 原 価 11,250,699

売 上 総 利 益 3,548,388

販売費及び一般管理費 2,238,578

営 業 利 益 1,309,809

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,618

助 成 金 収 入 447,605

業 務 受 託 料 14,400

そ の 他 6,995 470,619

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,039

そ の 他 1 4,041

経 常 利 益 1,776,387

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 161 161

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 571

関 係 会 社 株 式 評 価 損 40,097

投 資 有 価 証 券 評 価 損 15,669 56,338

税 引 前 当 期 純 利 益 1,720,210

法人税、住民税及び事業税 591,648

法 人 税 等 調 整 額 △12,153 579,495

当 期 純 利 益 1,140,715

（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

（2020年９月１日から
2021年８月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

当 期 首 残 高 297,974 210,124 285,600 495,724 11,290

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 6,111 6,111 6,111

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自己株式の取得

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 6,111 6,111 － 6,111 －

当 期 末 残 高 304,085 216,235 285,600 501,835 11,290

株 主 資 本
評価・換
算差額等

新株
予約権

純資産
合計

利 益 剰 余 金

自己
株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 31,700 2,716,170 2,759,160 △62 3,552,797 65 4,162 3,557,025

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 12,222 12,222

剰 余 金 の 配 当 △63,325 △63,325 △63,325 △63,325

当 期 純 利 益 1,140,715 1,140,715 1,140,715 1,140,715

自己株式の取得 △137 △137 △137

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

986 △161 825

当期変動額合計 － 1,077,389 1,077,389 △137 1,089,474 986 △161 1,090,300

当 期 末 残 高 31,700 3,793,560 3,836,550 △199 4,642,272 1,051 4,001 4,647,325

（単位：千円）

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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子 会 社 株 式 ………… 移動平均法による原価法

その他有価証券 ………… 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

仕 掛 品 ………… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）

原 材 料 ………… 総平均法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

① 有形固定資産 ………… 定率法（リース資産を除く）

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

建 物 ８～18年

工具、器具及び備品 ４～15年

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　
② 無形固定資産 ………… 定額法

自社利用目的のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

③ リ ー ス 資 産 ………… 定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

個 別 注 記 表

１. 重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

－ 44 －



2021/10/28 10:47:48 / 21810041_株式会社セラク_招集通知

個別注記表

① 貸 倒 引 当 金 ………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 ………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当期負担額を計上してお

ります。

③ 受注損失引当金 ………… 受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事

業年度末において損失が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることが可能なものにつ

いては、翌事業年度以降に発生が見込まれる損

失額を計上しております。

④ 退職給付引当金 ………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発

生時の翌年度に費用処理しております。

(3) 引当金の計上基準

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類に

おける会計処理の方法と異なっております。

(5) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（単位：千円）

当事業年度

繰延税金資産(純額) 397,159

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 108,307千円

短期金銭債権 1,533千円

短期金銭債務 957千円

営業取引による取引高

営 業 費 用 11,101千円

営業取引以外の取引による取引高 14,400千円

２. 表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月

31日）を当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上

の見積りに関する注記を記載しております。

３. 会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債と相殺前の金額は397,624千円であります。

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」の内容と同一で

あります。

４. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権債務

５. 損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高
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株式の種類
当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式数（株） 13,767,200 135,200 － 13,902,400

株式の種類
当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式数（株） 62 68 － 130

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式数の種類及び総数

（注）当事業年度中の増加株式数は、新株予約権の権利行使によるものであります。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）当事業年度中の自己株式の増加は、単元未満株式の買取り株による増加分であります。
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個別注記表

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2020年11月20日
定時株主総会

普通株式 63,328千円 ４円60銭 2020年８月31日 2020年11月24日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の
総　　額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2021年11月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 77,852千円 ５円60銭 2021年８月31日 2021年11月26日

普通株式 282,200株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金の支払額等

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度に

なるもの

(4) 新株予約権に関する事項

　当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く）の目的となる株式の種類及び数

７. 税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、助成金収入、退職給付引当金の

否認等であります。
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個別注記表

種類 会社等

の名称

又は

氏名

所在

地

資本金

又は

出資金

(千円)

事業の

内容

又は

職業

議 決

権 等

の所有

（被所

有）割

合

(％)

関 連

当 事

者 と

の 関

係

取引

の内

容

取 引

金 額

(千円)

科目 期 末

残 高

(千円)

子会社 株式会

社ピー

ズエン

ジニア

リング

東京

都新

宿区

100,000 機 械 設

計 受 託

業他

（ 所

有）

直接

100.0

業 務

の 受

託

業務

受託

料の

受領

14,400 未収

入金

1,320

業 務

の 委

託

業務

委託

料の

支払

10,301 買掛

金

957

１株当たり純資産額 334円00銭

１株当たり当期純利益 82円58銭

８. 関連当事者との取引に関する注記

子会社

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

業務内容及び発生コスト等を勘案し、両者協議の上で適正に決定しております。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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個別注記表

11. その他の注記

（追加情報）

（新型コロナウイルスの感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の拡大により、経済や企業活動に甚大な影響を与えて

おり、依然として国内経済は先行き不透明な状況が続くものと推測しております

が、当社においては、当事業年度の業績に一定程度影響はあったものの、重要な影

響は発生しておりません。このような状況を踏まえ、その影響は限定的であるとの

仮定に基づき当事業年度末における繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積り

を行っております。

ただし、新型コロナウイルス感染症の収束が遅延し、想定を超える需要への影響

が生じた場合には、翌事業年度以降の当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 廣 田 剛 樹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 川 高 史

2021年10月26日

株式会社セラク
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社セラクの2020年９月１日から
2021年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社セラク及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結会計監査報告

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　上
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 廣 田 剛 樹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 川 高 史

2021年10月26日

株式会社セラク
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社セラクの2020年９月１日
から2021年８月31日までの第34期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

会計監査人の監査報告書　謄本
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個別会計監査報告

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2020年９月１日から2021年８月31日までの第34期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、子会社については、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集に努
めるとともに、その職務の執行状況について報告を受けました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説
明を求め、意見を表明いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための
体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査役会の監査報告書　謄本
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

株式会社セラク　監査役会

常勤監査役 吉 本 寿 樹 ㊞

社外監査役 芹　沢　俊太郎 ㊞

社外監査役 勝 呂 和 之 ㊞

2021年10月26日

　

以　上
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剰余金処分議案

当社普通株式１株につき 金５円60銭

総額 77,852,712円

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

　当期の期末配当につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開等を勘案

し、内部留保にも意を用いる一方、株主の皆様に対する利益還元も考慮して、下

記のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2021年11月26日
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

１
み や ざ き

宮　崎　
た つ み

龍　己
(1957年２月26日生)

1980年４月 株式会社マーク入社

1981年12月 米国クイーンズ大学 留学

1984年２月 株式会社マーク復職

1987年12月 当社設立、代表取締役（現任）
5,882,000株

（主要な兼職） 株式会社セラクＥＣＡ 代表取締役

株式会社宮崎 代表取締役

２
み や ざ き

宮　崎　
ひ ろ み

浩　美
(1962年６月５日生)

1987年４月 東ソー株式会社入社

1994年８月 当社入社

1994年10月 当社取締役

2007年１月 当社常務取締役

2013年１月 当社専務取締役

2014年10月 当社専務取締役執行役員経営管理本部長

2016年９月 当社専務取締役執行役員ＩＴビジネスイ

ノベーション本部長

2019年９月 当社専務取締役執行役員トランスフォー

メーション本部長

2020年９月 当社専務取締役執行役員システムインテ

グレーション本部長（現任）

1,177,000株

（主要な兼職） 株式会社ピーズエンジニアリング取締役

株式会社セラクＥＣＡ 取締役

３
こ ぜ き

小　関　
と も は る

智　春
(1975年６月24日生)

1999年４月 株式会社グローアップ入社

2000年３月 当社入社

2003年４月 ネットワークソリューション事業部長

2007年７月 当社取締役

2014年10月 当社取締役執行役員技術本部長

2016年９月 当社取締役執行役員経営管理本部長

2020年９月 当社常務取締役執行役員経営管理本部長

（現任）

41,200株

（主要な兼職） 株式会社ピーズエンジニアリング

代表取締役

株式会社セラクＥＣＡ 取締役

４
に し む ら

西　村　
こ う じ

光　治
(1965年10月６日生)

1992年４月 弁護士登録（東京弁護士会）

弁護士法人松尾綜合法律事務所入所（現

任）

2007年６月 日本パーカライジング株式会社 監査役

2014年12月 当社社外取締役（現任）

2015年３月 カンロ株式会社 社外監査役

2015年６月 日本パーカライジング株式会社

社外取締役

－

（主要な兼職） 弁護士法人松尾綜合法律事務所 弁護士

第２号議案 取締役５名選任の件

　取締役全員（５名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役５名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

５
や ま ざ き

山　崎　
な お あ き

直　昭
(1948年７月11日生)

1972年４月 農林中央金庫入庫

2005年６月 同庫専務理事

2007年６月 協同乳業株式会社代表取締役社長

2013年６月 協同乳業株式会社取締役会長

2014年６月 名糖運輸取締役会長

2020年５月 当社顧問

2021年３月 当社顧問（退任）

－

(注) １. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. 宮崎龍己氏は会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。

３. 西村光治氏及び山崎直昭氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役の候補者でありま

す。

４. 西村光治氏を社外取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。

会社法務等の豊富な経験と幅広い見識を有していることから、当社の取締役会の機能強化

及び経営監視体制に寄与されることが期待され、社外取締役候補者として適任であると考

えております。同氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任

期間は、本総会終結の時をもって６年11ヶ月となります。

５. 山崎直昭氏を社外取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。

長年にわたり複数の企業に経営者として携われており、豊富な経験と実績、高い見識を有

していることから、当社の取締役会の機能強化、経営監視体制及び当社の事業及び経営全

般に寄与されることが期待され、社外取締役候補者として適任であると考えております。

６. 西村光治氏及び山崎直昭氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たして

おります。

当社は、西村光治氏を独立役員として同取引所に届け出ており、同氏の再任が承認された

場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

なお、社外取締役候補者の山崎直昭氏の選任が承認された場合には、東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

７. 当社と西村光治氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法

令の定める額としております。西村光治氏の再任、山崎直昭氏の選任が承認された場合

は、当社は両氏との間で上記責任限定契約を締結する予定であります。

８. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の20頁に記載のとおりです。

取締役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められるこ

ととなります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定してお

ります。

以　上

－ 59 －



2021/10/28 10:47:48 / 21810041_株式会社セラク_招集通知

地図

会 場 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号

住友不動産新宿グランドタワー５階

ベルサール新宿グランド

コンファレンスセンター

株主総会会場ご案内図

西武新宿駅西武新宿駅

新宿駅新宿駅

都庁前駅都庁前駅

西新宿駅西新宿駅

新宿西口駅新宿西口駅
大江戸線

新宿税務署

成子天
神社

ファミリー
マート

新宿警察署

住友不動産
西新宿ビル

ベルサール新宿グランド
コンファレンスセンター

（住友不動産新宿グランドタワー内）

セブン
イレブン

ヒルトン
東京

東京医科
大学病院

ハイアット
リージェンシー

東京

新宿住友ホール
・スカイルーム
（新宿住友ビル）

デニーズ

丸ノ内線青梅街道

十二社通り

公園通り

京王プラザ
ホテル

東京都庁

ベルサール西新宿
（住友不動産

西新宿ビル３号館）

ベルサール新宿
セントラルパーク

（住友不動産新宿
セントラルパークビル）

新宿オーク
タワー会議室
（住友不動産新宿

オークタワー）

新宿
中央公園

出光ＧＳ

ＪＲ線

神田川
神田川

淀橋

成子天神下

西口

1

E5

D4

●交通「西新宿駅」１番出口より徒歩３分（丸ノ内線）

「都庁前駅」Ｅ５出口より徒歩６分（大江戸線）

「新宿西口駅」Ｄ４出口より徒歩11分（大江戸線）

「新宿駅」西口より徒歩15分（ＪＲ線・丸ノ内線・大江戸線等）

(お車でのご来場はご遠慮ください)


